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不動産・建設経済局

建設市場整備課

建設業の課題と国土交通省の取組



建設産業の課題 ： 担い手の高齢化

出所：総務省「労働力調査」（令和５年平均）をもとに国土交通省で作成

建設業の年齢構成別就業者数
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建設産業の課題 ： 担い手の高齢化

出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出
※平成23年のデータは、東日本大震災の影響により推計値 2
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出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出

建設産業の課題 ： 担い手の減少

（万人）
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建設業の就業者数の推移
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建設産業の課題 ： 給与

建設業（職別工事業）の一日当たりの賃金の推移(円)
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※所定内給与および特別に支払われた給与の和を所定労働時間８時間／日あたりに換算
※ボーナスを含み、超過勤務手当を含まない
※一般労働者の12ヶ月移動平均の金額の推移を記載

建設業

総合工事業 職別工事業 設備工事業

（産業分類のイメージ）

主として注文又は自己建設によって建設工事を
施工する事業所が分類される
（ただし、主として自己建設で維持補修工事を施工する事業所及び建設
工事の企画、調査、測量、設計、監督等を行う事業所は含まれない）

（定義）

建設業

職別工事業 主として下請として工事現場において建築物又
は土木施設などの工事目的物の一部を構成する
ための建設工事を行う事業所が分類される
（ただし、設備工事を行う事業所は設備業に分類される）

出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査」より国土交通省作成

全産業

建設業

職別工事業
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建設産業の課題 ： 労働日数・労働時間

68時間
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産業別にみた年間出勤日数 産業別にみた年間実労働時間



建設産業の役割
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○ 地域のインフラ・建築物の整備やメンテナンスの担い手

○ 災害時には、最前線で地域社会の安全・安心の確保を担う地域の守り手

【災害の応急対応（例：東日本大震災時の道路啓開）】

中長期的なインフラの品質確保等のため、国土・地域づくりの担い手として、
持続可能な建設産業の構築が課題
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○給与

○休暇

○希望

新３K

○かっこいい



働き方改革の推進
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建設業における時間外労働規制の見直し
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○労働基準法の改正により、時間外労働規制を見直し

○大手企業は平成３１年４月から、
中小企業は令和２年４月から 適用
 
⇒建設業は令和６年４月から適用



見直しの内容「労働基準法」（平成30年６月成立）
罰則：使用者に６か月以下の懲役又は３０万円以下の罰金

原則 （１） １日８時間・１週間 40時間

（２） 36協定を結んだ場合、協定で定めた時間まで時間外労働可能

（３） 災害その他、避けることができない事由により臨時の必要がある場合には、労働時間の延長
が可能（労基法３３条）

３６協定
の限度

 ・原則、①月45時間 かつ ②年360時間（月平均30時間）

・特別条項でも上回ることの出来ない時間外労働時間を設定
③ 年 720時間（月平均６０時間）
〇 年 720時間の範囲内で、一時的に事務量が増加する場合にも上回ることの
出来ない上限を設定
④a. ２～６ヶ月の平均でいずれも 80時間以内（休日労働を含む）
④b. 単月 100時間未満（休日労働を含む）
④c. 原則（月 45時間）を上回る月は年６回を上限

※災害の復旧・復興の事業には、④a、bは適用されません。

建設業における時間外労働規制の見直し
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建設業の働き方改革の取組
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出典：厚生労働省「毎月勤労統計調査」
 パートタイムを除く一般労働者

○これまでの働き方改革の取組によって、
建設業の労働時間は他産業よりも大きく減少したが、なお高水準。

○令和６年４月から適用となる時間外労働の上限規制に的確に対応
するとともに、将来にわたって担い手を確保していくため、
働き方改革に取り組む必要。

1.規制内容の周知徹底

・ リーフレットや会議等で、建設業界、発注者へ周知・要請

・ 一般国民にも動画等によって周知･啓発

３. 適正な工期設定

・ 中央建設業審議会が「工期に関する基準」を策定（R2)、

→ 基準を踏まえた適正工期の設定を自治体･民間発注者へ働きかけ

・ 直轄土木工事において、作業不能となる猛暑日分の工期延長
の取扱いを明確化

・ 国交大臣と建設業４団体が４週８閉所など
適正工期に取り組むことを申合せ

・ 厚労省と連携して実地調査し、是正指導

・ 労働時間削減のノウハウ等を整理した好事例集を作成･横展開

・ 直轄工事における工事関係書類の簡素化

２.公共工事における週休２日工事の対象拡大

〔直轄〕 令和５年度は原則すべての工事で実施

〔都道府県〕 令和６年度から原則100％を目指す

〔市町村〕 国と都道府県が連携して導入拡大を働きかけ

■建設業者向けリーフレット
（厚生労働省）

■動画：はたらきかたススメ特設サイト
■建設業４団体との申合せ

４.生産性の向上
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最近の働き方改革の取組

産業別年間実労働時間

建設業

全産業

(▲50)



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

賃金引上げに向けた取組
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日 時：令和6年3月8日 7:55～8:15

出席者：岸田内閣総理大臣、斉藤国土交通大臣、新藤経済財政政策担当大臣、宮﨑厚生労働副大臣、

松村防災担当大臣・国土強靱化担当大臣、村井内閣官房副長官、森屋内閣官房副長官、

矢田内閣総理大臣補佐官、森内閣総理大臣補佐官、古谷公正取引委員会委員長

出席団体：日本建設業連合会 、全国建設業協会、全国中小建設業協会、建設産業専門団体連合会

建設業団体との賃上げ等に関する意見交換会（R6.3.8）

開催概要

⚫ 技能者の賃上げについて、「５％を十分に上回る上昇」を目標

とすること、

⚫ 働き方改革について、労働時間規制の導入を踏まえて、

「必要な対応に万全を期す」こと

を国土交通省と建設業団体との間で申し合わせ。

岸田内閣総理大臣から、

⚫ 建設業について、未来への前向きな新３Ｋ、「給与がよく、休暇

が取れ、希望が持てる産業」に変えていかなければならない

⚫ 申合せに沿った賃上げの強力な推進についてお願いするほか、

官民挙げて「成長型経済」への転換を図り、建設業の担い手確

保と持続的な発展につなげてまいりたい との発言。
意見交換会の様子

出典：官邸HP
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発注者

(国、自治体、民間)

元請

（ゼネコン）

下請

（専門工事会社）

技能労働者
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○ 公共工事設計労務単価（公共発注者用の単価）は、１２年連続の上昇。

公共工事設計労務単価（全国全職種平均値）の推移

注1）金額は加重平均値にて表示。平成31年までは平成25年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出し、令和２年以降は令和２年度の標本数をもとにラス
パイレス式で算出した。

注2）平成18年度以前は、交通誘導警備員がA・Bに分かれていないため、交通誘導警備員A・Bを足した人数で加重平均した。



賃金上昇の実現に向けた地方公共団体発注工事における環境整備

ダンピング対策の更なる徹底

工事の品質確保や担い手の育成・確保に必要な適正利潤の確保を図るため、
ダンピング対策の更なる強化が必要

《特に強化すべき取組》

 低入札価格調査制度等の適切な活用の徹底によるダンピング受注の排除

 調査基準価格等の水準の見直し

 調査基準価格を下回る受注における履行確保措置の徹底
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○ 公共工事の受注者による適正な利潤の確保を通じて、賃金引上げに向けた環境整備

が図られるよう、地方公共団体に対して、 ①安定的・持続的な公共投資の確保ととも
に、②適正な予定価格の設定や、③ダンピング対策の更なる徹底   等 を要請



技能者にカードを交付

＜建設キャリアアップシステムの概要＞

技能者が現場入場の際に
カードタッチで履歴を蓄積

ピッ！

工事情報を登録し、
カードリーダーを設置【技能者情報】

・本人情報
・保有資格
・社会保険加入 等

社会保険加入の確認、施工体制台帳の作成 など
17

目的

「建設キャリアアップシステム」は、技能者の資格や現場就業履歴等を業界横断的に
登録・蓄積し、 技能・経験に応じた適切な処遇につなげようとするもの

技能者の技能・経験に応じた処遇改善を進めることで、①若い世代がキャリアパスの見
通しをもて 、②技能者を雇用し育成する企業に人が集まる建設業を目指す

また、社会保険加入の確認や施工体制の確認などの現場管理を効率化し、生産性向上
を目指す

技能者の処遇

人材確保

生産性向上

建設キャリアアップシステムの目的

経験や資格に応じたレベル判定

経験・技能に応じた処遇

現場管理での活用

レベルに応じた賃金支払い

就業履歴の蓄積 能力評価の実施技能者・事業者の事前登録

レベル1 レベル2 レベル3 レベル4

見習い

中堅
技能者

職長

登録基幹
技能者

指導者

昇格
評定

昇格
評定

昇格
評定

昇格
評定



＜試算条件＞ • CCUSレベル別年収は、令和4年度公共事業労務費調査の結果をもとに、CCUSの能力評価分野・レベル別に分析して作成
• 労務費調査においてレベル評価されていない標本点も経験年数と資格を基にレベルを推定 （レベル1相当：5年未満、レベル2相当：5年以上10年未満、レベル3相当：10年以上又は一級技能士、レベル4相当：登録基幹技能者）

• 労務費調査の各レベルの標本において、「上位」の値は上位15%程度、「中位」の値は平均、「下位」の値は下位15%程度の全国の年収相当として作成 （必ずしも「上位」が都市部、「下位」が地方の年収相当を表すものではない）
• 「分野別でのレベル別年収の試算例」では、最新の国勢調査における技能者数が多い10分野を記載

全  国  （  全  分 野  ）（年収）

レベル1
（下位～中位）

レベル2
（中位）

レベル3
（中位）

レベル4
（中位～上位）

3,740,000 ～ 5,010,000円 5,690,000円 6,280,000円 7,070,000 ～ 8,770,000円

本資料に示す金額に法的拘束力はなく、支払いを義務付けるものではない。

「上位」は上位15%程度の賃金水準であり、最上値ではない。

レベル別年収の試算
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○ 建設キャリアアップシステムの能力評価に応じた賃金の実態を踏まえ、公共工事設計

労務単価が賃金として行き渡った場合に考えられるレベル別年収を試算し、公表。
○ レベル別年収の試算の公表を通じて、技能者の経験に応じた処遇と、若い世代が
キャリアパスの見通しを持てる産業を目指す。



今後の施策検討
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建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に
関する法律の一部を改正する法律案（概要）

・建設業は、他産業より賃金が低く、就労時間も長いため、担い手の確保が困難。

出典： 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（令和４年）

（ 参 考 １ ） 建 設 業 の 賃 金 と 労 働 時 間

建 設 業 ※    4 1 7 万 円 / 年 2 , 0 2 2 時 間 / 年
全 産 業 4 9 4 万 円 / 年 1 , 9 5 4 時 間 / 年

（ 参 考 ２ ）  建 設 業 就 業 者 数 と 全 産 業 に 占 め る 割 合 (  ) 内

 [ H 9 ] 6 8 5 万 人 （ 1 0 . 4 ％ ）  ⇒  [ R 4 ]  4 7 9 万 人 （ 7 . 1 ％ ）

背景・必要性

出典： 総務省「労働力調査」を基に国土交通省算出

処遇改善
労務費への
しわ寄せ防止

働き方改革
・

生産性向上

労働時間の適正化
現場管理の効率化

担い手の確保

持続可能な建設業へ

資材高騰分の転嫁

賃金の引上げ

・建設業が「地域の守り手」等の役割を果たしていけるよう、時間外労働規制等にも対応しつつ、
処遇改善、働き方改革、生産性向上に取り組む必要。

（ ＋ 3 . 5 % ）（ ▲ 1 5 . 6 % ）

※賃金は「生産労働者」の値
出典： 厚生労働省「毎月勤労統計調査」（令和４年度）

法案の概要
１．労働者の処遇改善
○労働者の処遇確保を建設業者に努力義務化

国は、取組状況を調査･公表、中央建設業審議会へ報告

○標準労務費の勧告
・中央建設業審議会が「労務費の基準」を作成･勧告

○適正な労務費等の確保と行き渡り
・著しく低い労務費等による見積りや見積り依頼を禁止

国土交通大臣等は、違反発注者に勧告･公表 （違反建設業者には、現行規定により指導監督）

○原価割れ契約の禁止を受注者にも導入

○契約前のルール
・資材高騰など請負額に影響を及ぼす事象（リスク）の情報は、受注者から注文者に提供するよう義務化 
・資材が高騰した際の請負代金等の「変更方法」を契約書記載事項として明確化

○契約後のルール
・資材高騰が顕在化した場合に、受注者が「変更方法」に従って契約変更協議を申し出たときは、注文者は、誠実に協議に応じる努力義務※

※公共工事発注者は、誠実に協議に応ずる義務

２．資材高騰に伴う労務費へのしわ寄せ防止

３．働き方改革と生産性向上
○長時間労働の抑制
・工期ダンピング対策を強化（著しく短い工期による契約締結を受注者にも禁止）

○ICTを活用した生産性の向上
・現場技術者に係る専任義務を合理化（例．遠隔通信の活用）
・国が現場管理の「指針」を作成（例．元下間でデータ共有）

特定建設業者※や公共工事受注者に効率的な現場管理を努力義務化 ※ 多くの下請業者を使う建設業者

・公共工事発注者への施工体制台帳の提出義務を合理化（ICTの活用で施工体制を確認できれば提出を省略可）

技術者が、カメラ映像を確認し、現場へ指示

20
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背景と方向性

背景 方向性

担い手の確保が困難

2024年
４月から

H9 R4

685万人

479万人

10%
7%

建設業就業者

賃金

494万円/年

417万円/年(▲15.6%)

労働時間

1,954時間/年

2,022時間/年(＋3.5%) 

契約変更
なし
43%一部

契約変更
38%

全て
契約変更

19%

N=1333(未定を除く)

就労状況の改善 → 担い手の確保

「地域の守り手」として持続可能な建設業へ

【「新４K」の実現
】

給与がよい
休日がとれる
希望がもてる
＋ カッコイイ

○ 建設業は、他産業より賃金が低く、就労時間も長い

○ 資材高騰分の適切な転嫁が進まず、労務費を圧迫

○ 時間外労働の罰則付き上限規制が適用開始

資材価格高騰分の転嫁状況

出典：一般財団法人建設物価調査会「建設資材物価指数」

100.0

110.0

120.0

130.0

140.0

2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年※

資材費の高騰（指数）

※１～10月の平均

全就労者に
占めるシェア

出典： 総務省「労働力調査」を
基に国土交通省算出

出典： 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（令和４年）

出典： 国土交通省「適正な工期設定等による働き方
 改革の推進に関する調査」（令和４年度）

建設業が「地域の守り手」等の役割を果たしていけ

るよう、時間外労働規制等にも対応しつつ、処遇改善、
働き方改革、生産性向上に総合的に取り組む。

処遇改善

労務費への
しわ寄せ防止

働き方改革
・

生産性向上

… 労働時間の適正化

… 現場管理の効率化

… 資材高騰分の転嫁

… 賃金の引上げ

建設業※

全産業

出典： 厚生労働省「毎月勤労統計調査」（令和４年度）

建設業就業者

※賃金は「生産労働者」の値
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１． 処遇改善

（１）建設業者の責務、取組状況の調査

（２）労務費（賃金原資）の確保と行き渡り

（３）不当に低い請負代金の禁止

○ 労働者の処遇確保を建設業者に努力義務化

○ 総価での原価割れ契約を受注者にも禁止
（現行） 注文者は、地位を利用して、原価割れ契約をしてはならない。

○ 中央建設業審議会が「労務費の基準」を作成･勧告

○ 著しく低い労務費等※による見積り提出（受注者）や見積り変更依頼 
（注文者）を禁止 ※ 施工に通常必要な労務費等を著しく下回るもの

  違反して契約した発注者には、国土交通大臣等が勧告･公表
 （違反して契約した建設業者(注文者･受注者とも)には、現規定により、指導･監督）

労務費確保のイメージ

国は、建設業者の取組状況を調査･公表、
中央建設業審議会に報告

（処遇改善の施策）

Ｐ

D
C

A

PDCA

【国】
取組状況を調査･公表

【国】
中央建設業審議会への報告

（施策の見直し）

【建設業者】
 処遇確保に努力

賃金

２次下請の
技能労働者

自社
経費

労務費

著しく
下回る
見積り･
契約を
禁止

労務費

下請
経費

自社
経費

著しく
下回る
見積り･
契約を
禁止

労務費

「
標
準
労
務
費
」

中
央
建
設
業
審
議
会
が
勧
告

下請
経費

自社
経費

材料費

元請

１次下請

２次下請

注
文
者

受
注
者

見積り変更依頼

見積り提出

著しく低い労務費
は禁止

２



２． 資材高騰に伴う労務費のしわ寄せ防止

契約前のルール

○ 資材高騰に伴う請負代金等の「変更方法」を
契約書の法定記載事項として明確化

○ 受注者は、資材高騰の「おそれ情報」を

注文者に通知する義務

なし

あり

契約変更条項

41
％

59
％

（出典）国土交通省「適正な工期設定等による
 働き方改革の推進に関する調査」（令和４年度）

契約後のルール

資材高騰等が顕在化したとき

○ 契約前の通知をした受注者は、注文者に請負代金等
の変更を協議できる。

受注者注文者

「変更方法」に従って
請負代金変更の協議

誠実な協議に努力

期待される効果

資材高騰分の転嫁協議が円滑化、労務費へのしわ寄せ防止

注文者は、誠実に協議に応ずる努力義務※

※ 公共発注者は､協議に応ずる義務

契約書

第○条 請負代金の変更方法

・ 材料価格に著しい変動を生じたと
きは、受注者は、請負代金額の変更
を請求できる。

・ 変更額は、協議して定める。

３

受注者

「資材高騰のおそれあり」

注文者



３． 働き方改革と生産性向上

（２）生産性向上（１）働き方改革

① 工期ダンピング※対策を強化
※ 通常必要な工期よりも著しく短い工期による契約

中央建設業審議会が「工期の基準」を作成･勧告

○ 新たに受注者にも禁止

（現行）注文者は､工期ダンピングを禁止 

② 工期変更の協議円滑化

○ 受注者は、資材の入手困難等の「おそれ情報」

を注文者に通知する義務

（注）不可抗力に伴う工期変更は、契約書の法定記載事項（現行）

○ 上記通知をした受注者は、注文者に工期の

  変更を協議できる。

注文者は、誠実に協議に応ずる努力義務※

 ※ 公共発注者は、協議に応ずる義務

(参考) 工期不足の場合の対応

１位 作業員の増員 25％
２位 休日出勤 24％
３位 早出や残業  17％

  

違反した建設業者には、指導･監督

４割超

① 現場技術者の専任義務の合理化

② ICTを活用した現場管理の効率化

○ 国が現場管理の「指針」を作成

○ 公共発注者への施工体制台帳の提出義務を合理化

 （ICT活用で確認できれば提出は不要に）

特定建設業者
※
や公共工事受注者に対し、

効率的な現場管理を努力義務化
※多くの下請け業者を使う建設業者

3,500万

4,000万

政令の額

（従前）

専任不要

専任

（請負額）

（R5.1 引上げ済）

（条件を満たす場合）

兼任可

◆ 営業所専任技術者の

兼任不可

（注）請負額の基準額は、建築一式工事にあっては２倍の額

（改正案）

専任不要

◆ 営業所専任技術者の

兼任可

専任

【主な条件】

・兼任する現場間移動が容易

・ICTを活用し遠隔からの
現場確認が可能

・兼任する現場数は一定以下

＜例＞遠隔施工管理

設計図
・

現場写真
発注者

（請負額）

元請業者

下請業者

＜例＞ 元下間のデータ共有

（出典）国土交通省「適正な工期設定等による働き方改革の推進に関する調査」（令和４年度）

契 

約 

前

契 

約 

後

４



自社の未来を紡ぐ
建設業界向けM&Aの基本戦略とは

株式会社M&A総合研究所

企業情報第二本部 第四部 部長

木浪 拓馬



会社紹介

株 式 会 社 M & A 総 合 研 究 所

企業情報第二本部  第四部  部長

木浪 拓馬
きなみ た くま

【自己紹介】

株式会社M&A総合研究所

企業情報第二本部 第四部 部長 木浪 拓馬（きなみ たくま）

年齢：33歳 出身：青森県

2013年3月、成蹊大学経済学部卒業。

2013年4月、野村證券株式会社に入社。宮崎支店・神戸支店にて個人富裕層・非上場企業向けに資産

運用営業を経験、担当法人企業において、M&AやIPO（新規株式公開）等の支援経験あり。

2018年8月、株式会社ストライクに入社。中小・中堅企業向けM&A仲介業務に従事し、管轄していた九

州エリアにおいて、建設業や製造業等を中心にM&Aの成約に導く。

2020年11月、株式会社M&A総合研究所に入社。前職に引き続き中小・中堅企業向けM&A仲介業務

に従事。入社後間もなく大阪オフィス開設責任者に任命され、現在も大阪オフィス長を兼務。現在に至る。

プロフィール
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日本国内における

未上場企業のM&Aの動向について



日本国内における未上場企業のM&Aの動向について

国内のM&A件数について

1

5

出典：https://www.marr.jp/genre/graphdemiru



日本国内における未上場企業のM&Aの動向について

国内の未上場企業においてM&Aが増えている背景

1

後継者問題 単独資本での成長限界

成長スピードの鈍化

従業員の雇用問題

従業員の雇用環境

未上場株式の売買・

連帯保証のハードル

6



245万社

389万社

後継者不在による
廃業見込み 127万社

経営者が70歳以上

中小企業総数

■2025年までに代表者が70歳を超える中小企業・小規模事業者は約245万社

→そのうち約半数の127万社（日本企業の1／3）が後継者未定

■今後、中小企業・小規模事業者廃業の急増により、2025年までの累計で650万人の雇用、約22兆円のGDPが

失われる可能性がある。→中小企業・小規模事業者の事業継承は喫緊の課題

日本国内における未上場企業のM&Aの動向について

後継者問題について

1

100%

73%

80%

77%

2015 2020 2025 2030 2035 2040

2015年末を100％と置いた場合の指数

企業数
(千社)

従業人口数
(千人)

生産年齢人口数
(千人)

急減
▲83万社

7出典：財務省財務総合政策研究所「フィナンシャル・レビュー」平成29年第３号（通巻第131号）2017年６月



・ 一般的な事業のサイクルだと将来的には衰退してしまう可能性が高い…

・ 技術力はあるものの、その技術力を活かす・アピールすることのできる取引先がいない…

・ 大型案件や仕事の引き合いは多いものの、設備投資や案件に関連する賠償責任などのリスクが高くて受注できない…

日本国内における未上場企業のM&Aの動向について

単独資本での成長限界 / 成長スピードの鈍化

1

創業期 成長期 成熟期 衰退期

時間

事
業
規
模

廃業

8



経営者

日本国内における未上場企業のM&Aの動向について

従業員の雇用維持 / 従業員の雇用問題の解決

1

採用の募集をかけても

人が集まらない…

仕事はあるが、従業員や資格者の数が

圧倒的に足りない…

従業員が辞めてしまう…

会社を存続させないと従業員や

そのご家族に大変な迷惑をかけてしまう…

親の介護や結婚を機に地元に戻りたいが、

支店・支社がない…

従業員

定年まで雇用をしてもらえるのか…

9



日本国内における未上場企業のM&Aの動向について

未上場株式の売買・連帯保証のハードル

1

引退するタイミングでは

ここまで頑張ってきた

対価を受け取りたい…

従業員に引き継ぎたいが、

従業員個人では

株式を購入することができない…

従業員に引き継ぎたいが、

金融機関が個人保証の

移し替えを認めてくれない…

株式を売却したいが、

上場会社と異なり第三者への

売買が難しい…

10



日本国内における未上場企業のM&Aの動向について1

これらの課題を解決できる手段として

M&A が近年注目を集めています。



02

M&Aのメリットとは



M&Aのメリットとは

M&Aのメリットと目的とは

2

成長スピードの加速
後継者問題の解決

従業員の雇用維持

従業員の雇用環境の改善

従業員・資格者の確保

創業者利潤の獲得

・資本の安定による設備投資

・新規取引先の確保

・大型案件の受注など

13



“M&A”を活用することで様々な後継者問題を解決することが可能です。

社内に経営を任せることの

できる人材がいない…

次期社長候補はいるものの、

従業員個人での

株式譲受けが困難…

「組織」としての経営層や

マネジメント人材の育成・誘致

ができない…

“M&A”により関連会社から

の出向・転籍により次期社長

候補への引き継ぎが可能

株式を譲渡し、次期社長候補

にはそのまま社長に就任しても

らうことが可能

譲受け企業のノウハウにより

自社社員に対するマネジメン

ト人材としての育成や、経験

者の誘致が可能

M&Aのメリットとは

後継者問題の解決

2

01

14



創業期 成長期 成熟期 衰退期

時間

事
業
規
模

M&A
検討のタイミング

M&A
実施

さらなる成長 ・ 取引先の拡大

・ 技術力・ノウハウの共有

・ 設備投資の実行

・ 人材の確保

・ プロモーション戦略の拡大

・ DXの推進

・ 大型案件の受注

M&Aのメリットとは

成長スピードの加速

2

02

15



• 人材の確保
新卒採用・中途採用にかける広告やリソースの拡大

●●グループというネームバリューの活用

• 人材育成の強化
大企業の人材育成ノウハウや合同研修により効率的な

人材育成が可能

• 右記従業員側のメリットによる

   勤続年数の長期化や採用数の拡大

• 福利厚生の充実

• 賃金の改善

• 雇用の安定

• 職種や案件（種類・規模）の幅の広がり

• 柔軟な勤務地への対応

• 出世に対するモチベーション

• 資格の取得などスキル向上

M&Aのメリットとは

雇用問題の解決・雇用環境の改善

2

03

経営者のメリット 従業員のメリット

16



・ 会社を譲渡することで株主はその対価を手にすることができる。

更に株式譲渡益にかかる税率は所得税よりも低いので、まとまった金額を手にすることができる。

・ 退職金では認められない額の譲渡対価を手にすることも可能。

・ 個人保証も解除される。

・ 株式のみ譲渡し、そのまま代表者として継続することも可能。

M&Aのメリットとは

創業者利潤の獲得

2

04

売り手
オーナー

買い手

株式

譲渡対価

17



「デメリット」が事前に明白な“M&A”は行わないという意思が重要になります。

従業員の雇用環境が悪化する、取引先との取引継続ができなくなるなど、

事前にデメリットが分かっている場合は、その譲受企業との“M&A”は避けるべきです。

M&Aのメリットとは

“M&A”のデメリットとは…

2

デメリットはないが、リスクはある。

多くのリスクを事前に把握して、ベストパートナーを選択することが重要となる。

そのために、弁護士や会計士、税理士、仲介会社などの専門家を活用する。

一方で、リスクは当然存在する

18



03

建設業界に関するオーナーたちの声



回答者数

50名
※複数回答あり

厳しい環境になる 変わらない 好転する いずれでもない

建設業界に関するオーナーたちの声

実際にM&Aを検討したオーナー様へのアンケート

3

今後建設業界の先行きについてどう思いますか？

20

約7割のオーナーが「厳しくなる」

とお考え

理由

• 2024年問題

• 人材採用難、若手人材確保に苦慮

• オーナー以外の経営管理責任者の不在

• 財務面（主に資金繰り） etc



04

M&Aを行った会社の従業員が抱える不安とは



M&Aを行った会社の従業員が抱える不安とは

自社でM&Aが行われた従業員が抱えていた不安とは…

4

働き方が大きく変わってしまう

のではないか…

給料や手当などが下がる

のではないか…

今までの業務ができなくなってしまう

のではないか…

遠方に飛ばされてしまうのではないか…

クビになってしまうのではないか…

22



M&Aを行った会社の従業員が抱える不安とは4

従業員の懸念事項が発生するリスクは低減することが可能です

M&Aを行う際の買い手側の一番の

リスクは従業員が辞めてしまうこと

譲受けた会社の従業員が辞めてしまっ

た場合、以前の業務を行うことができな

くなります。

そのため、この一番のリスクを避けるべく、

現状の雇用環境・状況の悪化させる

選択肢をとることは極めて稀と言えます。

M&Aを行う（株式を譲渡する）際

は譲受けとの間で株式譲渡契約書を

締結します

株式譲渡契約書にはオーナーや役員、

従業員の方々の待遇面に関する内容

を盛り込むことが一般的です。

これにより譲受け企業は契約の内容に

反する選択をとることはできなくなります。

M&Aの譲受け企業を決めるにあたり、

各候補先企業の代表者や取締役との

トップ面談を実施します

各候補先の経営者の生の声を聞き、

風土を感じることで、従業員が心配す

るようなことが起こるリスクがないかを事

前に把握することが可能です。

買手側のリスク

理由①

株式譲渡契約書の存在

理由②

オーナーによる
リスク抽出

理由③

23



05

事例①

事業承継型M&A



事例① 事業承継型M&A

堅実な工事実績を有するオーナー会社（後継者不在型M&A）

5

背景

要望

元々父親が設立した会社で、兄と弟の2名代表制で継いでいた建設

会社。ご子息がおらず、両名ともご令嬢のみで、事業に参画されておら

ず、また親族内にも後継人材が不在であった。株式の従業員承継を

検討も、好調な業績から株価が高位にあり、承継が困難な状態にあっ

た。土木工事を主に、公共事業100％の事業運営であり、県下の入

札資格は最高ランクを有し、国交省入札ランクは特定分野でCランク

評価。従業員の雇用を守るためM&Aを検討。

【対象会社概要】

事業内容        建設業（公共事業100％）

売上規模        約10億円

所在地           九州地方

譲渡理由        後継者不在のため

オーナーの年齢 60代

技術の承継

長年培ってきた高精度の

施工技術を受け継ぎ、更

に成長させていきたい。

従業員待遇の維持

会社の大切な財産でもあ

る従業員の待遇の維持と

同時にさらにモチベーション

の上がる環境を提供したい。

25



事例① 事業承継型M&A

近隣の同業種同士、後継者問題を解決し更なる成長へ

5

対象会社のメリット

• 株式承継問題の解決

• 後継者問題の解決

• 若手人材の採用支援

• 工事技術の伝承

譲受企業のメリット

• 未開エリアへの進出

• グループでの人材協力

• 不得意分野のノウハウ受領

対象会社

建設業
（九州地方）

譲受企業

M＆A実施

26

建設業
（九州地方）
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事例②

上場企業グループとのM&A



事例② 上場企業グループとのM&A

上場企業グループとのM＆Aで後継者問題を解決

6

背景

要望

創業オーナーは後継者がおらず、M&Aによる事業承継を

検討。自社の技術・施工能力に自信のあったオーナーは

中国地方に留まらず全国で活躍できる会社になってほしい

と、上場企業のパートナーを選択。上場企業のネームバ

リューと人材採用力を活用すること、グループとして川上から

川下まで一貫した受注体制を構築すること等を狙いとした。

【対象会社概要】

事業内容        設備工事業

売上規模        約10億円

所在地           中国地方

譲渡理由        後継者不在のため

オーナーの年齢 60代

人材採用力向上

他社にない素晴らしい技

術を有していた企業であっ

たが、人材の採用に課題

があり改善を希望。

知名度の向上

自社の技術をより多くの人

に知ってもらうために上場

企業グループの看板を活

用した知名度向上を希望。

28



事例② 上場企業グループとのM&A

「上場ゼネコングループ×設備工事業」で会社のあらゆる面を強化し成長に繋ぐ

6

対象会社のメリット

• 事業領域の拡大

• 人材採用力の強化

• 知名度の向上

• 後継者問題の解決

譲受企業のメリット

• 高い専門技術ノウハウの獲得

• 専門人材の確保

• 成長戦略を投資家へ訴求

対象会社

設備工事業

譲受企業

M＆A実施

29

上場ゼネコングループ
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事例③

PEファンドを活用した成長戦略型M&A



背景

対象エリアでトップシェアを有する地場ハウスビルダーの企業。

創業者である社長を先頭に、創業以来、約20年以上毎期

増収増益を続ける有力成長企業であったが、社長の病気

（回復済）や独資での成長の限界を感じ、IPOかM&Aを検

討。

【対象会社概要】

事業内容        木造建築工事業

売上規模        約30億円

所在地           九州地方

譲渡理由        後継者不在

 会社の更なる成長の為

オーナーの年齢 60代

事例③ PEファンドを活用した成長戦略型M&A

経営課題を解決し、更なる会社の成長を目指した成長戦略型M&A

7

課題

経営管理人材
の不足

組織を拡大する上で社長以外の管理人材が必要であっ
たが社内に適性のある人材がおらず、実質的に社長が独
力で複数部署の管理を行っていた

画一的な人事評
価体系の構築

オーナーが主観的に人事評価を行っており従業員の中に
は不公平感から退職するものも出ていた。複数の拠点・
部署がある中で画一的な人事評価制度が必要であった

DX化の推進
顧客との打ち合わせは、住宅展示場やモデルハウスなど等
でのオフラインが主流、コロナ禍によってオンラインへの流れ
やマーケティングを含めたDX化へのかじ取りが必要に

31



事例③ PEファンドを活用した成長戦略型M&A

「超長期保有型PEファンド」による中長期目線での成長戦略M＆A

7

対象会社のメリット

• 経営管理や経理等専門人材の確保をファ
ンドが自社ネットワークを活用し代行

• 自社の若手人材のスキルアップに向けた施
策を実施

• Webマーケティングや社内システムのDX化
を推し進め、業務効率化を実施

譲受企業のメリット

• 単独でも成長している優良企業の経営課
題を解消し企業価値を向上することで長期
的な配当収入による投資回収が可能

• 現場サイドからのニーズを迅速にヒアリングし、
更なるM＆A等施策を講じることが可能

• 投資先企業の成長ノウハウを獲得

対象会社

木造建築工事業

譲受企業

M＆A実施

32

PEファンド



事例③ PEファンドを活用した成長戦略型M&A

複数の買手候補を短期間で招集し入札を実施

事業会社やファンドからの提示株価は最安値～最高値で30%もの乖離があった

7

33

木造建築工事業

提示株価に30%の乖離

最安値の買手候補 最高値の買手候補

• オーナーは株価条件以外にも、事業への関わり方を重視
し、2番目の金額条件の候補先に対し独占交渉権を付
与し、そのまま成約

• M&A総合研究所が単独にて約1ヶ月程で複数社のオ
ファーを取り付けることに成功

• 入札先は、同業の事業会社から、異業種の事業会社、
ファンドと計５社から提示

意向表明書
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株式会社M&A総合研究所について



フェーズ

M&A総合研究所
一般的な
仲介会社

成功報酬 成功報酬
＋

＋

中間金

着手金

中間金
なし

上場M&A会社では唯一の

完全成功報酬制を実現。

着手金
なし

▼
成約しなくても着手金や
中間金は返還されない

Step3.

最終契約
段階

Step2.

打診・
交渉段階

Step1.

検討・
準備段階

M＆Aのプロセス

1. 秘密保持契約の締結

2. 企業評価レポート作成

3. アドバイザリー契約の締結

4. ご候補先企業への提案

5. トップ面談

6. 条件の交渉

7. 意向表明・基本合意

8. デューデリジェンスの実施

9. 最終条件の調整

10. 最終契約書の締結

11. Ｍ＆Ａ成立

株式会社M&A総合研究所について

M&A総合研究所の特徴① 上場M&A仲介事業者で唯一の完全成功報酬※1

8

仲介手数料が事業承継のハードルにならないように譲渡企業様からは成約まで費用を頂いておりません。

約
1~

3

ヶ
月

約
3~

6

ヶ
月

約
3

ヶ
月

35※1 2022年10月期_指定領域における市場調査（調査機関：日本マーケティングリサーチ機構）
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マッチング専門部署が候補先企業に徹底アプローチ1

マッチング工程に専門特化した部署を設けております。担当者一人のみで

マッチングを行ってしまうと、候補先企業全てに提案しないケースが多く、更

に提案スピードも遅くなってしまいます。業界毎に知見のあるマッチング担当

者がおり、候補先を抽出、提案することで、貴社の利益を最大化いたします。

譲受企業も着手金無料で可能性を最大化2

M&A仲介会社が譲受企業から着手金を頂く場合、着手金の支払に抵抗

を感じ、買収を検討してもらえないケースも多くあり、譲渡企業様の機会損

失につながります。より多くの譲受企業へのご提案を可能にするため、当社

は譲受企業から着手金を頂いておりません。

圧倒的な成約スピード3

専任担当者とマッチング専門部署の連携により、最短1.5ヶ月、平均6.6ヶ

月※2というスピード成約を可能としております。又、独自のAIシステムやテク

ノロジーを最大活用し、圧倒的なスピードを実現しつつ、譲受候補先の抜

け漏れを防ぐことができ、効率的かつ網羅的な候補先の探索が可能となり、

確かなマッチング力と圧倒的スピード感のあるM&Aをご提供します。

譲渡企業

 Ｍ＆Ａ総合研究所

専任担当アドバイザー

譲受企業

・・・・・

・・・・・

アドバイザリーサービス提供

マッチング部署

担当者1 担当者2 担当者3

・・・・・

株式会社M&A総合研究所について

M&A総合研究所の特徴② スムーズなご成約を実現するための組織体制

※2 2023年9月期実績



株式会社M&A総合研究所について8

ご相談・お問い合わせに一切費用は発生しません。貴社の秘密情報は厳守します。

上記に該当する内容がございましたら、ぜひお気軽にお問い合わせくださいませ。

“M&A”に関する相談をしたい

自社の株式評価額を知りたい

将来的な選択肢として“M&A”に関する
情報収集をしたい

どのような会社が自社に関心を
持ってもらえるのか知りたい

37

所 属 氏 名 電話番号 E-mailアドレス

企業情報第二本部 第四部 部長
木浪 拓馬

（きなみ たくま）
0120-401-970 t.kinami@masouken.com

お問い合わせ先



ご清聴ありがとうございました。
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